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はじめに

　

1997 年から国連海洋法条約に基づく排他的経

済水域の設定とこれに伴う同水域内における漁獲

可能量（TAC）の設定と管理が開始された．TAC 
を適切に管理するためには，漁獲情報を迅速に収

集・集計することが必要である．このため，島根

県では平成10年に県内の各漁業協同組合から販

売データを水産技術センターに送信して集計する

「漁獲管理情報処理システム」を構築した．しかし，

2006年３月に海士町漁協を除く島根県内の全漁

協が合併し J F しまねとなったことから漁協の販

売システムが統一され，販売データの仕様も大き

く変更となった．このため，県では漁協合併に合

わせ漁獲管理情報処理システムについても大幅な

改良を実施した．なお，漁獲管理情報処理システ

ムの詳細については村山ら１）を参照されたい．

　　　　　　　　

漁協合併に伴うシステムの改良内容

　　　　　　　　

システム改良の基本方針　システムの変更にあ

たっては，データの継続性を重視するため，シス

テムの基本部分は変更せず，データを保存してい

るデータベースにも変更は加えないこととした．

漁協合併により変更された販売データ形式と送信

方式に対応した送受信方法やプログラムを考案す

ることでこれらの変更に対応することとした．改

良にあたっては，これまで課題であった集計作業

や保守管理の労力軽減も念頭に置き，システムの

改善やツールの作成を行うこととした．なお，シ

ステム変更の全体像を図１に示す．

販売データの一元化とデータ形式の変更　合併

前は各漁協の販売データの形式と品名・漁業種類

のコードがまちまちだったため，送信時に送信ソ

フトにおいて共通のコード・データ形式に変換し

た後，水産技術センターに送信していた．合併後

は，各支所の販売データは J F しまね本所の販売

システムに集約され，データ形式・コードも統一

された．J F しまねで採用されたデータの仕様を

図２に示す（以下このデータ形式を JF しまね形

式と呼称する）．漁協合併に際し，販売データの

品名，漁業種類，荷主等のコードが一新されたた

め，データを漁獲管理情報システムのデータベー

スに入力するために現システムで使用している

コード（水試コード）に変換する必要が生じた．

また漁獲管理情報システムでは漁業経営体は漁船

登録番号として識別されているため，荷主コード

についても漁船登録番号に変換する工程が必要と

なった．このため，品名・漁業種類・荷主などに

ついてコード変換テーブルを新たに作成した．な

お，合併に参加しなかった海士町漁協の販売デー

タについては従来と同様のデータ形式であるが，

海士町漁協の販売データを J F しまね形式に変換

するツールを MS エクセルで作成し，J F しまね

のデータと合わせて一括処理できるようにした．

販売データの送受信方法　従来は県内各地の漁

協から販売データを電話回線で水産技術センター

に送信していたが，合併後は J F しまね本所から

一括してデータを送信することとなった．これに

合わせ，J F しまねおよび海士町漁協からのデー

タの送受信は従来の電話回線からインターネット

経由で送受信する仕様に変更し，経費節減と通信
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の安定化を図った．なお販売データは個人情報を

含むため，商用のオンラインストレージサービス

を利用して暗号化送信するようにした．データの

送信頻度は月１回とした．

データ処理プログラムの作成　J F しまね形式

のデータを水産技術センターの漁獲管理情報処理

システムのデータベース（GYOKAKU）に直接入

力するプログラム「JF しまねデータ登録プログ

ラム」（JF2SQL） を作成した（図３）．プログラ

ムの処理内容は図４のとおりである．従来のデー

タとの継続性を保つため，魚種・漁業種類などの

コードは従来のコード（水試コード）に変換し，

自港・他港データも従来のデータを踏襲する形で

作成してデータベース GYOKAKU に格納する仕

様とした．

データ修正ツールの作成　これまでのシステム

の運用にあたっては，販売データの人為的な誤入

力による漁業種類等の誤りが原因で，データベー

ス登録時にエラーが多発し，それを修正するため

に多大な労力がかかることが問題であった．この

ため，データの修正ツールを作成した．ツールの

作成には MS Excel 2007を使用し，VBA（Visual 
Basic for Application）により自動処理ができるも

のとした．

システム改良後の改善点について

システムを改良した結果，下記のような改善が

あった．

県下全漁獲量の把握　漁協合併前は，漁獲管理

情報システムの送信部は全ての漁協には導入され

ていなかったため，一部の小規模な漁協のデータ

は漁獲データに集計されていなかった．しかし，

漁協合併後は県内全ての漁協の漁獲データが集計

可能となった．

作業量の軽減　入力ミスを自動修正するツール

を作成した結果，データベース登録時のエラーが

激減し，これまで多大な労力を要していた修正作

業がかなり軽減された．また，これまで各漁協に

あったコード変換テーブルを水産技術センター側

に置くようにしたため，変換テーブルのメンテナ

ンスも極めて容易となった．従来は，集計作業が

翌月の月末までかかることも多かったが，システ

ム改良後は翌月の15日頃には集計作業を完了す

ることができるようになり，より迅速に漁獲量を

報告することが可能になった．

保守管理の簡素化　従来各漁協にあった電話回

線による送信システムを廃止し，J F しまね本所か

ら販売データをそのままの形式でインターネットを

利用して送信してもらうようにした結果，これまで

頻繁にあった送信トラブルはほぼ皆無となった．従

来は送信部分の保守にはかなりのコストをかけて業

者に依存していたが，改良後は職員で対応できるよ

うになったため保守管理経費を大幅に削減すること

ができた．また，インターネットという既存のイン

フラを利用することにより，データ送信専用の電話

回線維持に要していたコストは不要となり，通信費

も大幅に削減することができた．
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